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と述べている（2004 年 3 月に自然再生協議会へ
提出した、「取り組み及び役割のまとめ」資料よ
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は、Z 地区の 2 つの集落に集中している。それらの集
落は、もとは江戸期の新田開発村である。ある古老に
よれば、この 2 つの集落にある家は 7 つの家系図で把
握することができるといわれている。
８）ダイオキシン問題によって地域の生活は破壊された。


























点では一致しよう（ユルゲン・ハーバーマス 1992 ＝ 
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－ 238 － － 239 －
2002）。
11）もちろん、事業の方針Ⅳにみられるように、地域住民
を主体とする平地林の保全管理体制に言及されてい
る。けれども、この管理体制については協議会におい
て議論はされていない。具体的にどれほどの管理料が
見込まれるのかどうか、県が予算をどれほど投入する
のかについては長い期間、議論されずにいたのである。
協議会では、主に全体構想や全体の計画から各論へと
議論をすすめていったことに加え、全体計画を議論す
るうえでは、どうしても残存する平地林の保全よりも、
開発地の再生について多く時間が割かれることになっ
たのだ。
12）松村正治は、Agraeal,A. の議論を参考に、環境保全的
な主体として適応できないものは自然保全活動の現場
から淘汰される傾向が強いことを指摘している（松村 
2013）。
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